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公益社団法人日本看護協会（会長・福井トシ子、会員 77 万人）は 3 月 15日、厚生労働

省の鈴木英二郎労働基準局長、伊原和人保険局長、榎本健太郎医政局長に令和 6年度予算・

政策に関する要望書を提出しました。また、伊原保険局長には、令和 6年度診療報酬改定

に係る予算確保に関する要望書を提出しました。さらに、3月 17 日には、文部科学省の池

田貴城高等教育局長に令和 6 年度予算・政策に関する要望書を提出しました。 

報道関係の皆さまにおかれましては、要望の趣旨をご理解いただき、さまざまな機会に

ご紹介いただきますようお願い申し上げます。 

■厚労省労働基準局

看護職員の勤務環境においても「働き方改

革」の取り組みが進められています。しかし

ながら、夜勤を含む交代制勤務に従事する労

働者の健康の確保については、現状では関係

法令による特段の基準は示されていません。

夜勤・交代制勤務など、不規則な勤務による

生体リズムの乱れが、不眠や疲労回復を妨げ

る要因となり、身体的・精神的な不調を引き

起こすとされています。また、「脳・心臓疾患

の労災認定基準」では、看護職員の交代制勤

務に見られる勤務時間の不規則性が、その負荷要因にあげられています。 

このため本会は、夜勤を含む交代制勤務に従事する看護職員の健康確保のため、労働時

間等設定改善指針を改正し、勤務間インターバルの確保、仮眠の確保や環境の整備、長時

間夜勤の回避などの項目を追加するよう求めました。 

鈴木労働基準局長は「労働時間等設定改善指針は労使で自主的に取り組むためのもので、

全産業に適用されるため、看護職員の夜勤に関わる個別の細かい内容を入れるのは難しい

が、夜勤が大変であることは理解している。今後、何ができるか考えたい」と応じました。 

■保険局

コロナ禍において、看護職員の役割や確保があらためて重要視され、地域でコロナ医療

など一定の役割を担う医療機関に勤務する看護職員（約 57 万人）に、賃金引上げのための

措置が講じられました。その後、令和 4 年度診療報酬改定で「看護職員処遇改善評価料」

が新設されましたが、対象医療機関は変わっていません。しかし、就業中の看護職員は約

 厚労省労働基準局、保険局、医政局および文科省高等教育局へ要望 

鈴木労働基準局長（左）に 
要望書を手渡す福井会長
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168 万人であり、コロナ禍にあって、安全・

安心な医療提供のために日々奮闘していま

す。そこで、令和 6年度診療報酬改定に係る

予算確保に関する要望で、全ての看護職員の

処遇改善が可能となるよう「看護職員処遇改

善評価料」対象拡大のための予算確保を要望

しました。また、地域においては、全世代を

対象とした地域包括ケアの推進が急務であ

り、特に介護保険の対象とならない AYA世代

など、若年層の在宅療養環境の充実に向けた

体制整備が求められています。そのため、令

和 6年度予算・政策に関する要望において、40歳未満の在宅療養者が看護小規模多機能型

居宅介護（看多機）を利用できるよう、医療保険の給付対象とすることを要望しました。

さらに、政策決定過程において看護の現状や課題を的確に反映した議論がなされるよう、

中央社会保険医療協議会（中医協）の診療側委員としての看護職員の任命と、保険局医療

課への企画官級の看護系技官の配置を要望しました。 

 伊原保険局長は「全ての看護職員の処遇改善には、財源の確保が課題だ。看護界には総

力を挙げて『全ての看護職員の処遇改善』に向け、医療・介護全体で予算を確保する必要

性を主張してほしい」と述べました。また、看多機への医療保険の給付については「障害

福祉サービスなどの既存のサービスのあり方を参考に検討してはどうか」との考えを示し

ました。 

■医政局 

 地域包括ケアシステムが推進される中、

人々の療養の場はあらゆる場所へと広がり、

地域における療養支援がますます重要になっ

ています。特に入院と在宅をつなぐ軸となる

外来看護には、人々の抱える多様なニーズへ

の看護の力の発揮が期待されていますが、そ

の人員の配置基準は十分ではない現状があり

ます。そのため重点要望として、医療法上の外

来の看護職員の「人員配置標準 30対 1」を、

一律的な配置基準ではなく、特定機能病院や

地域医療支援病院等、外来機能に応じたものになるよう見直し、強化することを要望しま

した。また配置基準が定められていない救急外来についても、実態に即した基準を設ける

ことを要望しました。榎本医政局長は「コロナ対応を含め、看護職員の皆さまの献身的な

ご尽力には感謝している」とした上で「医療法で示すのは最低基準であることを踏まえ、

診療報酬との使い分けが必要だろう。救急についても現場の大変さは理解するが、まずは

関係職種間での連携が重要だ」との考えを示しました。そのほか、業務の効率化や基礎教

育の充実など、看護がよりその専門性を発揮し、人々の健康と療養を支えていけるよう、

看護提供体制全般に係る合計 13 項目を要望しました。 

 
榎本医政局長（右）に 
要望書を手渡す福井会長 

 

伊原保険局長（右）に 
要望書を手渡す福井会長 
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■文科省高等教育局 

 少子高齢化が進み患者像が複雑化する中、

地域で切れ目のない支援を提供し、人々の安

心・安全な生活を支えるため、看護職員に求

められる役割や活躍の場はこれまで以上に

拡大しています。保健師・助産師・看護師に

は、幅広い知識と高い判断力に基づくケアの

実践が求められています。 

 特に、看護師には多様な場で状況に応じた

適切なケアを行う能力の向上が欠かせない

ことから、基礎教育の強化が喫緊の課題とな

っています。また、保健師・助産師において

も、専門職としてあらゆる場や世代に必要な

ケアを提供するためには基盤となる教育の時間数の確保が必要です。 

 2022 年 4月には看護系大学における基礎教育カリキュラムが改正され、各課程の単位数

が引き上げられたことから、4 年間で複数の専門職に関する内容を学ぶことが一層困難に

なっています。そのため、本会は質の高い看護系人材の養成推進に向け、大学における 4

年間の看護師教育と、保健師・助産師教育の大学院教育への移行を強く求めました。福井

会長は、加えて「学部教育での教育の実態や課題を調査することが必要だ」と指摘しまし

た。池田高等教育局長は「（現行の）カリキュラムで複数の資格を取得することは難しいと

聞いている」と応じ、各大学の取り組みや現場の実態を踏まえて対応していくとの考えを

示しました。また、そのために「現場の実態把握のための調査を準備している」と述べま

した。 

 

池田高等教育局長（右）に 
要望書を手渡す福井会長 



厚生労働省

労働基準局長

鈴木英二郎殿

2019年4月施行の「働き方改革法」においては勤務間インターバル確保を事業主の努力義

務とし、あわせて改正「労働時間等設定改善指針」では深夜業の回数を労使の協議事項と位

置づけるなど、労働者の働き過ぎの防止と健康の確保に向けて着実な歩みが進められている

ものと認識しております。

しかしながら、夜勤を含む交代制勤務に従事する労働者の健康の確保については現状で

は関係法令による特段の基準が示されていません。看護職員の多くが夜勤を含む交代制勤

務に従事していますが、その健康に最も影響を与えるのが夜勤・交代制勤務です。不規則な

勤務による生体りズムの乱れが不眠につながり、疲労回復を妨げることで、身体的、精神的な

不調を引き起こすと指摘されています。さらにこのような勤務体制と家庭生活との両立困難が

商何哉理由となることも多く、看護マンパワ一確保の障壁のーつとなってきました。

そこで、新たな明畄・心臓疾患の労災認定基準」(2021年9月15日適用)が示す「負荷要因」

である「勤務時間の不規則性」に着目して、深夜業を含む交代制勤務に従事する労働者の健

康確保対策について検討し、労働時間等設定改善指針の改正によって負担軽減の取組みの

方向陛を示す必要があります。

以上により、令和6年度予算案等の編成並びに政策推進にあたっては、特に以下の事項に

つきまして格別のご高配を賜りますよう要望いたします。

令和6年度予算・政策に関する要望書

令和 5年3月15日

公益社団法人

会長

日本看護協

福井トシ

'董日
棚崩
謹恵嵩

0 労働時間等設定改善指針の改正

要望事項



労働時間等設定改善指針の改正

●新たな明畄・心臓疾患の労災認定基準」(2021年9月15日適用)
が示す「負荷要因」である「勤務時間の不規貝11,性」に着目して、
深夜業を含む交代制勤務に従事する労働者の健康確保対策に
ついて検討し、以下の項目について労働時間等設定改善指針
に追加されたい。

・勤務間インターバルの確保(勤務間インターバル11時間以上、1回の夜
勤後おおむね24時間以上、2回連続夜勤後おおむね48時間以上の休息
確保)

・仮恨の確保、仮眠環境の整備(仮恨室(個室)を確保)

・長時間夜勤の回避(1回の夜勤の長さは13時間以内)

※「看護職の夜勤交代制勤務に関するガイドライン」(日本看護協会)



(1)勤務時間の不規則性に着目した新たな指針が必要

労働者災害補償保険法化基づく脳・心臓疾患による労災認定基準(2021年9月15日適用)

「業務の過重性」の要素 【負荷評価の観点】
^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

1.拘束時間の長い勤務 1 おおむね11時間未満の勤務の有無、時間数、(ア)労働時間
イ勤務時r 不規則,

(ウ)事業場外における
移動を伴う業務

(エ)心理的負荷を伴う業務
(オ)身体的負荷を伴う業務
仂)作業環境
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【図1】最も短い勤務間インターバル(R2年6月実績)
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【出典】令和2年度医療分野の勤務環境改善マネジメントシス
テムに基づく医療機関の取組に対する支援の充実を図るための
調査・研究(厚生労働省)~医療機関アンケート調査結果(看
護職員調査)

【図2】看護職員の仮眠環境(病院)
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【出典】2019年病院および有床診療所における看護実態調査(日本看護協会)
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厚生労働省

保険局長伊原和人殿

地域包括ケアが推進される中、人々の療養の場が医療機関から地域のあらゆる場所へ

広がり、地域における全世代の療養を支える体制整備がますます必要となっています。特に

介護保険の対象とならないAYA世代等、若年層の在宅療養環境の充実は喫緊の課題であ

り、ニーズに合わせた制度整備が求められています。

令和6年度予算・政策に関する要望書

また、地域医療の担い手として看護職はあらゆる領域で国民を支えており、新型コロナウ

イルス感染症対応においても多大なる力を発揮しています。看護の役割は広範化し、かつ

専門性も高まっており、持続可能で質の高い医療・看護提供体制を構築していくためには、

政策決定過程において、看護の現状や課題を的確に把握、評価し、看護職の意見を反映

した議論を行うことが必要です。

公益社団法人

会長

令和 5年3月15日

以上より、令和6年度予算案等の編成ならびに政策の推進にあたっては、以下の事項に

つきまして、格別のご高配を賜りますよう要望します。

日本看護協会

福井トシ

罷護臼
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妥陶嵩

看護小規模多機能型居宅介護(看多機)への医療保険適用

社会保険医療協議会法を改正し、中央社会保険医療協議会の診療側委員

としての看護職の任命と、企画官級の看護系技官の配置

要望事項







厚生労働省

保険局長伊原和人殿

口本看護協・長護日公益社団法人

福井トシ 1迅1溺謝Z>、
長ユニ丈

妥恵凄

令和6年度診療報酬改定に係る予算確保に関する要望書

新型コロナウイルス感染症への対応等により、看護職員の役割や確保が改めて重要

視され、看護職員の処遇改善として令和4年2月~9月まで看護職員等処遇改善補助

金事業が行われました。地域でコロナ医療など、一定の役割を担う医療機関 2π0

施設に勤務する看護職員絲勺57 万人)に対し、賃金引上げのための措置が講じられ

ました。その後、令和4年度診療報酬改定で「看護職員処遇改善評価料が新設され

ましたが、対象医療機関は変わっていません。

就業中の看護職員は約 168万人であり、看護職員処遇改善評価料の対象とならなか

つた看護職員は約 100万人おります。これらの看護職員は、コロナ禍にあって、安心・

安全な医療提供のために日々努力し、各医療機能に応じた役割と責任を果たしていま

す。

また、今回処遇改善の対象とならなかった領域は、ポスト2呪5年の超高齢社会に

おいて地域包括ケアシステムの水平的連携を支える大変重要な領域です。加卯年に

向かって必要な看護職員数を確保するためにも、その業務の量と責任に見合った処遇

が不可欠です。

令和 5年3月15日

要望事項

令和6年度予算案等の編成にあたっては、すべての看護職員の処遇改善が可能とな

るよう、格別のご高配を賜りますよう要望します。

看護職員処遇改善評価料対象拡大のための予算確保



厚生労働省

医政局長榎本健太郎殿

2025年を目前に控え、地域包括ケアシステムの充実とともに、地域において療養を支え

る取組みの強化が急がれます。療養の場はすでに医療機関からあらゆる場所へ広がりつつ

あり、医療機関の外来や訪問看護など、地域における看護の療養支援への二ーズは高まっ

ています。特に入院と在宅をつなぐ軸となる外来看護には、人々の抱える多様な二ーズに

十分に看護の力を発揮していくことが期待されています。

また、長引くコロナ禍においては、今もなお多くの看護職員が様々な場で精一杯職責を

果たしており、看護職員の果たす役割とその確保の重要性は、かつてない実感を社会にも

たらしています。あわせて今後、看護がよりその専門性を発揮し、人々の健康と療養を支え

ていくには、業務の効率化や基礎教育のさらなる充実が求められます。

以上より、令和6年度予算案等の編成、政策の策定にあたっては、以下の重点要望事項

2 点を強く要望するとともに、看護提供体制全般に係る全 13 項目について、その実現に向

け格別のご高配を賜りますよう要望いたします。

令和6年度予算・政策に関する要望書

公益社団法人

会長

令和 5年3月15日

罷護日日本看護協会

塑橘甫福井トシ

髪向舌

0外来における人員配置標準の見直しと強化

0救急外来における人員配置基準の見直しと強化

重点要望事項



1.外来における人員配置標準の見直しと強化

2.救急外来における人員配置基準の見直しと強化

3.看護情報に関するデータ利活用の推進

4.訪問看護推進室(仮称)の設置

5.看護師基礎教育の4年制化の実現

6.准看護師養成の停止及び准看護師制度に関する課題解決

フ.保健師助産師看護師国家試験におけるコンピューター活用の推進

8.ナース・プラクティショナー制度の創設に関する検討

9.「助産師活用推進事業等」に関する予算確保の継続

10.安全・安心な周産期医療支援体制の整備

11.1CT機器・システム等を活用した看護業務効率化への財政支援

12.マイナンバー制度を活用した看護職の人材活用システムのための広報活動

の強化

13.新型コロナウイルス感染症下における、臨地実習及び新人看護職員研修に

対する支援の強化

要望事項
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文部科学省

高等教育局長池田貴城殿

少子高齢化の進行や患者像の複雑化に対応するため、地域包括ケアシステムの構築が急

がれています。人々の療養の場が、医療機関からあらゆる場に広がる中、切れ目のない支援

を提供し、安全・安心な生活を支えるため、看護職に求められる役割や活躍の場はこれまで以

上に拡大しています。また、医療の高度化をはじめとした社会からの期待に応えるためには、

保健師・助産師・看護師ともに、幅広い知識と高い判断力を備え>患者・利用者との信頼関係

を構築しケアを提供することが出来る高い実践力が必要です。

とりわけ、看護師には多様な場において患者・利用者の状態を的確に観察・判断し、状況に

応じて適切に対応できる看護実践能力の向上が不可欠であり、基礎教育の強化は喫緊の課

題です。また、保健師・助産師教育においても、専門職としてあらゆる場であらゆる世代に必

要なケアを提供するために、基盤となる教育の時間数確保が求められています。

つきましては、大学における4年間の看護師教育および保健師・助産師教育の大学院教育

への移行についてご尽力を賜りますよう要望いたします。

令和6年度予算・政策に関する要望書

公益社団法人

会長

令和 5年3月17日

口本看護協△命董日
福井トシ棚謝

念香

0 質の高い看護系人材の養成推進

重点要望事項
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